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単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000株）   
 
１．１８年９月中間期の業績（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日） 

（１）経営成績 （注 百万円未満は切捨て表示） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 9月中間期 8,442 23.1 591 1.6 745 1.5

17年 9月中間期 6,857 △2.0 582 △6.5 734 △7.7

18年 3月期 13,984 1,238 1,474
 

 中間（当期）純利益 
１株当たり中間 

（当期）純利益 
 百万円 ％ 円 銭

18年 9月中間期 535 8.3 15.43

17年 9月中間期 494 11.3 13.86

18年 3月期 1,087 30.76
  
(注)① 期中平均株式数 18年9月中間期 34,686,807株 17年9月中間期 35,642,188株 18年3月期 35,350,536株 
    ② 会計処理の方法の変更 無  
    ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
（２）財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 9月中間期 25,674 12,102 47.1 348.98

17年 9月中間期 24,362 11,460 47.0 322.75

18年 3月期 24,727 11,697 47.3 337.17
  
(注)① 期末発行済株式数 18年9月中間期 34,680,195株 17年9月中間期 35,507,795株 18年3月期 34,692,760株

    ② 期末自己株式数 18年9月中間期 1,110,094株 17年9月中間期 282,494株 18年3月期 1,097,529株
 
２．１９年３月期の業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通  期 16,600 900 730
  
(参考) １株当たり予想当期純利益（通期）  21 円 05 銭
  
 
３．配当状況 

１株当たり配当金（円） 
・現金配当 

中間期末 期末 年間 

18年 3月期 2.00 3.00 5.00

19年3月期(実績) 3.00 －

19年3月期(予想) － 3.00
6.00

 
(注)上記予想は、現時点で入手可能な情報に基づき判断したものであり、潜在的なリスクや不確実性が含まれております。

従いまして実際の業績は、様々な要因によりこれらの予想数値とは異なる場合がありますのでご了承ください。 



－ 単2 － 

中間貸借対照表 

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金 ※２ 3,997,005 4,294,688 3,498,678 

２ 受取手形 ※５ 416,667 556,212 742,794 

３ 売掛金  5,447,194 6,620,583 5,938,422 

４ たな卸資産  1,906,698 2,097,711 2,129,217 

５ 短期貸付金  302,777 29,225 202,532 

６ その他 ※６ 431,780 744,818 695,811 

貸倒引当金  △17,303 △8,834 △8,834 

流動資産合計   12,484,820 51.2 14,334,405 55.8  13,198,622 53.4

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１   

(1) 建物 ※２ 1,636,015 1,513,949 1,601,987 

(2) 土地 
※２
※３

3,811,130 3,729,816 3,811,130 

(3) その他 ※２ 438,032 590,998 510,482 

有形固定資産合計   5,885,178 24.2 5,834,763 22.8  5,923,600 24.0

２ 無形固定資産  35,170 31,431 36,305 

無形固定資産合計   35,170 0.1 31,431 0.1  36,305 0.1

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券 ※２ 2,496,281 2,286,286 2,552,207 

(2) 長期貸付金  3,168,677 2,878,608 2,674,031 

(3) その他  381,994 405,922 441,590 

貸倒引当金  △90,111 △96,780 △98,580 

投資その他の資産合計   5,956,842 24.5 5,474,037 21.3  5,569,249 22.5

固定資産合計   11,877,190 48.8 11,340,232 44.2  11,529,155 46.6

資産合計   24,362,011 100.0 25,674,638 100.0  24,727,777 100.0
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前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形 ※５ 1,088,187 1,629,117 1,294,165 

２ 買掛金  1,006,647 1,286,390 1,222,339 

３ 短期借入金 ※２ 2,414,675 2,510,392 2,469,668 

４ 一年以内償還予定 

   の社債 
 100,000 100,000 100,000 

５ 未払法人税等  37,447 38,349 37,682 

６ 賞与引当金  221,885 261,290 219,905 

７ その他 
※２
※５

380,769 1,075,214 625,293 

流動負債合計   5,249,612 21.6 6,900,754 26.9  5,969,054 24.1

Ⅱ 固定負債    

１ 社債  350,000 250,000 300,000 

２ 長期借入金 ※２ 2,738,750 2,110,000 2,421,250 

３ 繰延税金負債  113,202 141,839 156,251 

４ 再評価に係る 

繰延税金負債 
※３ 803,315 803,202 803,315 

５ 退職給付引当金  2,057,253 2,091,408 2,070,533 

６ 役員退職慰労引当金  67,119 67,119 67,119 

７ 事業損失引当金  1,491,040 1,133,540 1,220,540 

８ その他 ※２ 31,584 74,114 22,201 

固定負債合計   7,652,265 31.4 6,671,224 26.0  7,061,211 28.6

負債合計   12,901,877 53.0 13,571,978 52.9  13,030,266 52.7

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   5,896,879 24.2 ― ―  5,896,879 23.8

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  3,435,599 ― 3,435,599 

資本剰余金合計   3,435,599 14.1 ― ―  3,435,599 13.9

Ⅲ 利益剰余金    

１ 中間(当期) 

   未処分利益 
 1,027,919 ― 1,550,050 

利益剰余金合計   1,027,919 4.2 ― ―  1,550,050 6.3

Ⅳ 土地再評価差額金 ※３  1,018,249 4.2 ― ―  1,018,249 4.1

Ⅴ その他有価証券評価 

差額金 
  165,347 0.7 ― ―  228,225 0.9

Ⅵ 自己株式   △83,861 △0.4 ― ―  △431,492 △1.7

資本合計   11,460,133 47.0 ― ―  11,697,511 47.3

負債資本合計   24,362,011 100.0 ― ―  24,727,777 100.0
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前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金   ― ― 5,896,879 22.9  ― ―

２ 資本剰余金    

(1) 資本準備金  ― 3,435,599 ― 

資本剰余金合計   ― ― 3,435,599 13.4  ― ―

３ 利益剰余金    

(1) その他利益剰余金    

繰越利益剰余金  ― 1,968,923 ― 

利益剰余金合計   ― ― 1,968,923 7.7  ― ―

４ 自己株式   ― ― △436,307 △1.7  ― ―

株主資本合計   ― ― 10,865,095 42.3  ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等    

１ その他有価証券 
  評価差額金 

  ― ― 207,175 0.8  ― ―

２ 土地再評価差額金 ※３  ― ― 1,030,389 4.0  ― ―

評価・換算差額等合計   ― ― 1,237,564 4.8  ― ―

純資産合計   ― ― 12,102,660 47.1  ― ―

負債純資産合計   ― ― 25,674,638 100.0  ― ―
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中間損益計算書 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   6,857,743 100.0 8,442,924 100.0  13,984,497 100.0

Ⅱ 売上原価   4,769,661 69.6 5,841,740 69.2  9,638,140 68.9

売上総利益   2,088,082 30.4 2,601,183 30.8  4,346,357 31.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費   1,505,960 21.9 2,009,668 23.8  3,108,014 22.2

営業利益   582,121 8.5 591,515 7.0  1,238,342 8.9

Ⅳ 営業外収益 ※１  311,875 4.5 262,813 3.1  544,748 3.9

Ⅴ 営業外費用 ※２  159,471 2.3 108,539 1.3  309,012 2.3

経常利益   734,525 10.7 745,789 8.8  1,474,078 10.5

Ⅵ 特別利益 ※３  6,988 0.1 88,800 1.1  9,289 0.1

Ⅶ 特別損失 
※４
※６

 320,345 4.7 280,730 3.3  615,152 4.4

税引前中間(当期) 
純利益 

  421,169 6.1 553,859 6.6  868,215 6.2

法人税、住民税 
及び事業税 

 18,445 18,881 20,145 

過年度未払 
法人税等戻入額 

 △46,940 － △46,940 

法人税等調整額  △44,400 △72,895 △1.1 △113 18,767 0.3 △192,200 △218,995 △1.6

中間(当期)純利益   494,064 7.2 535,091 6.3  1,087,210 7.8

前期繰越利益   533,855 1,445,972  533,855

土地再評価差額金 
取崩額 

  － △12,139  －

中間配当額   － －  71,015

中間(当期) 
未処分利益 

  1,027,919 1,968,923  1,550,050
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中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金
 

資本金 
資本準備金 

繰越利益剰余金

自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 5,896,879 3,435,599 1,550,050 △431,492 10,451,037

中間会計期間中の変動額  

 剰余金の配当(注) ― ― △104,078 ― △104,078

 中間純利益 ― ― 535,091 ― 535,091

 自己株式の取得 ― ― ― △4,814 △4,814

 土地再評価差額金取崩額 ― ― △12,139 ― △12,139

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

― ― 418,872 △4,814 414,058

平成18年９月30日残高(千円) 5,896,879 3,435,599 1,968,923 △436,307 10,865,095

 

評価・換算差額等 

 その他 
有価証券 
評価差額金 

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成18年３月31日残高(千円) 228,225 1,018,249 1,246,474 11,697,511 

中間会計期間中の変動額  

 剰余金の配当(注) ― ― ― △104,078 

 中間純利益 ― ― ― 535,091 

 自己株式の取得 ― ― ― △4,814 

 土地再評価差額金取崩額 ― ― ― △12,139 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

△21,049 12,139 △8,909 △8,909 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

△21,049 12,139 △8,909 405,148 

平成18年９月30日残高(千円) 207,175 1,030,389 1,237,564 12,102,660 

(注) 平成18年６月29日の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

満期保有目的の債券 

原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は、移動平

均法により算定) 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

満期保有目的の債券 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は、移動

平均法により算定) 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

満期保有目的の債券 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均

法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 
  

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2) デリバティブ 

 時価法 
  

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

(3) たな卸資産 

商品・製品・半製品・原材料・

仕掛品 

移動平均法による低価法 
  

(3) たな卸資産 

同左 

(3) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 ２ 固定資産の減価償却の方法 ２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(附属設備

を除く)については定額法を

採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 

４年～33年 

機械装置及び 

工具器具備品 

２年～12年 
  

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェア 

見込販売可能期間(３年)内に

おける見込販売収益に基づく

償却 

自社利用のソフトウェア 

利用可能期間(５年)に基づく

定額法 

その他 

定額法 
  

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

(3) 長期前払費用 

 定額法 
  

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 
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前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 ３ 引当金の計上基準 ３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えて、一般債権について

は貸倒実績率による繰入額を、

貸倒懸念債権等特定債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上して

おります。 
  

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。 
  

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えて、

当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。 

また、数理計算上の差異につ

いては、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)によ

る按分額を、それぞれ発生の翌

事業年度より費用処理しており

ます。 
  

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えて、

当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

また、数理計算上の差異につ

いては、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)によ

る按分額を、それぞれ発生の翌

事業年度より費用処理しており

ます。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退任時に支出が予想

される慰労金に備えて、内規に

基づく中間期末要支給額の

100％を計上しております。 

なお、平成17年６月29日付で

役員退職慰労金制度を廃止し

ており、役員退職慰労引当金は

制度廃止前の在任期間につい

て旧制度により算出した要支

給額であります。 
 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 
 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退任時に支出が予想

される慰労金に備えて、内規に

基づく期末要支給額の100％を

計上しております。 

なお、平成17年６月29日付で

役員退職慰労金制度を廃止し

ており、役員退職慰労引当金は

制度廃止前の在任期間につい

て旧制度により算出した要支

給額であります。 

(5) 事業損失引当金 

関係会社等の事業損失に備え

て、関係会社等の財政状態及び

経営成績等を勘案し、投資額を

超えて負担することが見込まれ

る金額を計上しております。 
  

(5) 事業損失引当金 

同左 

(5) 事業損失引当金 

同左 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、為替差額は損益と

して処理しております。 
  

同左 外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。 
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前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

５ リース取引の処理方法 ５ リース取引の処理方法 ５ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 
  

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法 ６ ヘッジ会計の方法 ６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理に

よっております。なお、特例処

理の要件を満たしている金利ス

ワップについては特例処理によ

り、また、為替変動リスクのヘ

ッジについて振当処理の要件を

満たしているものについては振

当処理によっております。 
  

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段) （ヘッジ対象） 

金利スワップ 定期預金 

借入金 

通貨オプション 外貨建売掛金 

為替予約 外貨建売掛金 
  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段) （ヘッジ対象）

金利スワップ 借入金 

通貨オプション 外貨建債権 

為替予約 外貨建売掛金 
 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段) （ヘッジ対象）

金利スワップ 定期預金 

借入金 

通貨オプション 外貨建債権 

為替予約 外貨建売掛金 
 

(3) ヘッジ方針 

当社の内部規定である「デリ

バティブ取引管理規程」に基づ

き、ヘッジ対象に係る為替相場

変動リスク及び金利変動リスク

を一定の範囲内でヘッジしてお

ります。 
  

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計又は相場変動と

ヘッジ手段のキャッシュ・フロ

ー変動の累計又は相場変動を半

期ごとに比較し、両者の変動額

等を基礎にして、ヘッジ有効性

を評価しております。ただし、

特例処理によっている金利スワ

ップについては、有効性の評価

を省略しております。また、振

当処理によっているものについ

ても、有効性の評価を省略して

おります。 
  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７ その他中間財務諸表作成のた

めの重要な事項 

７ その他中間財務諸表作成のた

めの重要な事項 

７ その他財務諸表作成のための

重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 
  

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準）  （固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成

15年10月31日 企業会計基準適用

指針第６号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響は

ありません。 
 

 ―――――――――― 当事業年度から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成

15年10月31日 企業会計基準適用

指針第６号）を適用しております。

これによる損益に与える影響は

ありません。 

―――――――――― 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準適用

指針第８号）を適用しております。

これによる損益に与える影響は

ありません。 

なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は12,102,660 千円

であります。 

中間財務諸表規則の改正により、

当中間会計期間における中間財務

諸表は、改正後の中間財務諸表規則

により作成しております。 
  

―――――――――― 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 

9,416,768 千円 
  

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 

9,582,042 千円

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 

9,439,170 千円

※２ 担保資産 

① 工場財団抵当として担保に

供している資産 

建物 199,086 千円 

機械装置 2,414 〃 

土地 1,530,724 〃 

計 1,732,225 千円 
 

※２ 担保資産 

① 工場財団抵当として担保に

供している資産 

建物 181,431 千円

機械装置 2,414 〃

土地 1,530,724 〃

計 1,714,570 千円
 

※２ 担保資産 

① 工場財団抵当として担保に

供している資産 

建物 189,777 千円

機械装置 2,414 〃

土地 1,530,724 〃

計 1,722,916 千円
 

上記に対応する債務 

短期借入金 1,280,000 千円 
 

上記に対応する債務 

短期借入金 1,280,000 千円
 

上記に対応する債務 

短期借入金 1,280,000 千円
 

② その他 

現金及び預金 
(定期預金) 

200,000 千円 

建物 966,776 〃 

土地 1,993,098 〃 

投資有価証券 193,725 〃 

計 3,353,600 千円 
 

② その他 

現金及び預金
(定期預金) 

200,000 千円

建物 892,343 〃

土地 1,993,098 〃

投資有価証券 215,450 〃

計 3,300,892 千円
 

② その他 

現金及び預金 
(定期預金) 

200,000 千円

建物 928,083 〃

土地 1,993,098 〃

投資有価証券 220,625 〃

計 3,341,807 千円
 

上記に対応する債務 

短期借入金 876,374 千円 

長期借入金 2,527,375 〃 

その他 45,436 〃 

計 3,449,186 千円 

 
 

上記に対応する債務 

短期借入金 878,750 千円

その他 

(流動負債) 
17,680 〃

長期借入金 2,000,000 〃

その他 

(固定負債) 
10,527 〃

計 2,906,958 千円
 

上記に対応する債務 

短期借入金 908,540 千円

その他 

(流動負債) 
17,452 〃

長期借入金 2,264,875 〃

その他 

(固定負債) 
19,425 〃

計 3,210,293 千円
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前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※３ 事業用土地の再評価 

土地の再評価に関する法律

(平成10年３月31日公布法律第

34号)に基づき、事業用の土地の

再評価を行っております。評価

差額のうち、当該評価差額に係

る税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部

に計上し、これを控除した金額

を「土地再評価差額金」として

資本の部に計上しております。 
  

※３ 事業用土地の再評価 

土地の再評価に関する法律

(平成10年３月31日公布法律第

34号)に基づき、事業用の土地の

再評価を行っております。評価

差額のうち、当該評価差額に係

る税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部

に計上し、これを控除した金額

を「土地再評価差額金」として

純資産の部に計上しておりま

す。 

※３ 事業用土地の再評価 

土地の再評価に関する法律

(平成10年３月31日公布法律第

34号)に基づき、事業用の土地の

再評価を行っております。評価

差額のうち、当該評価差額に係

る税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部

に計上し、これを控除した金額

を「土地再評価差額金」として

資本の部に計上しております。

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律

施行令(平成10年３月31日公布

政令第119号)第２条第４号に定

める地価税法(平成３年法律第

69号)第16条に規定する地価税

の課税標準の計算の基礎となる

土地の価額を算出するために国

税庁長官が定めて公表した方法

により算出した価額に合理的調

整を行って算出しております。 

再評価の方法 

同左 

再評価の方法 
同左 

  再評価を行った年月日 

平成14年３月31日
再評価を行った土地の当事業年

度末における時価と再評価後の

帳簿価額との差額 

△1,161,341 千円

 ４ 偶発債務 

保証債務(リース保証等) 

㈱ソキアリース 488,313 千円 

Sokkia Singapore 
Pte. Ltd. 

240,000 〃 

譲渡したリース 
契約に係る 
リース債務者 

234,804 〃 

その他 9,095 〃 

計 972,213 千円 
 

 ４ 偶発債務 

保証債務(リース債務保証等)

譲渡したリース 
契約に係る 

リース債務者
297,389 千円

㈱ソキア販売  100,207 〃

その他 7,047 〃

計 404,644 千円
 

 ４ 偶発債務 

保証債務(リース債務保証等)

㈱ソキア販売 355,009 千円

譲渡したリース 
契約に係る 
リース債務者 

177,611 〃

その他 7,508 〃

計 540,130 千円
 

 
――――――――― ※５ 中間会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理して

おります。 

 なお、当中間会計期間末日

が金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が中間会計期間末残高

に含まれております。 

受取手形 45,887 千円

支払手形 66,803 千円

設備関係支払手形 

(流動負債 その他)
52,267 千円

 

 
――――――――― 
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前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※６ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、金額的重要性

が乏しいため、流動資産の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

※６ 消費税等の取扱い 

同左 

――――――――― 

 ７ 当社は安定的な資金調達手
段の確保により、資金効率の向
上を図るため取引金融機関５行
と貸出コミットメントライン契
約を締結しております。 
なお、当中間会計期間末にお

ける貸出コミットメントに係る
借入金未実行残高は次のとおり
であります。 

貸出コミットメントの総額 

 3,000,000 千円 

借入実行残高 －  〃 

差引額 3,000,000 千円 
  

 ７     同左 

 

 ７ 当社は安定的な資金調達手
段の確保により、資金効率の向
上を図るため取引金融機関  行
と貸出コミットメントライン契
約を締結しております。 
なお、当事業年度末における

貸出コミットメントに係る借入
金未実行残高は次のとおりであ
ります。 

貸出コミットメントの総額 

 3,000,000 千円

借入実行残高 －  〃

差引額 3,000,000 千円
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（中間損益計算書関係） 
 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 42,014 千円 

受取配当金 39,106 千円 

為替差益 115,669 千円 
 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 44,915 千円

受取配当金 60,926 千円

為替差益 76,447 千円
 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 101,099 千円

受取配当金 40,918 千円

為替差益 184,734 千円
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 69,177 千円 

社債利息 33,861 千円 
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 86,910 千円

社債利息 2,096 千円
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 155,957 千円

社債利息 36,250 千円
 

※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券 

売却益 
6,988 千円 

  

※３ 特別利益の主要項目 

事業損失 

引当金戻入益
87,000 千円

  

※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券 

売却益 
9,289 千円

  
※４ 特別損失の主要項目 

事業損失 

引当金繰入額
68,500 千円 

関係会社株式 

評価損
219,512 千円 

  

※４ 特別損失の主要項目 

減損損失 115,602千円

過年度給与手当164,260千円
  

※４ 特別損失の主要項目 

事業損失 

引当金繰入額
149,000 千円

関係会社株式 

評価損
219,512 千円

関係会社株式 

売却損
158,552 千円

 
 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 133,090 千円 

無形固定資産 9,690 千円 
 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 159,366 千円

無形固定資産 7,775 千円
 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 302,877 千円

無形固定資産 18,730 千円
  ―――――――――  ※６ 減損損失 

当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループにおいて減

損損失を計上しております。 

場所 山梨県南都留郡 

山中湖村 

用途 遊休資産 

種類 建物、土地、その他 

 当社は、事業用資産につきまし

ては事業単位により、また遊休資

産につきましては個々の物件単

位によりグループ化を行ってお

ります。 

 山梨県に所有する福利厚生施

設につきましては利用者の減少、

施設の老朽化等により当中間会

計期間において運営を休止し、遊

休資産となったことにより当該

資産グループの帳簿価格を回収

可能額まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失に計上

しております。その内訳は、建物

33,692千円、土地81,314千円、そ

の他596千円であります。なお当

該資産の回収可能額につきまし

ては、第三者にその正味売却価値

の評価を依頼し、その査定額を基

に減損損失を測定しております。
  

――――――――― 

 

 

 



－ 単15 － 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 1,097,529 12,565 ― 1,110,094
 
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加 12,565 株 

 

 

 

（リース取引関係） 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

 

 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

前事業年度末(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 

 

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 

 

 

(重要な後発事象) 

前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

平成18年５月16日付で、当社松田事業所は労働基準監督署から、労働基準法第37条に規定する時間外及び休

日の労働に対する未払賃金がある旨の是正勧告を受けております。なお、当該未払賃金については、当社及

び国内子会社において現在算定中のため未確定であります。 

 

 


